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１ 定員管理の状況 

   本市の定員管理については、「今治市行政改革大綱（平成 18 年策定）」

に基づき、平成 19 年２月に「今治市定員適正化計画（第１次）」を策定、

平成 22 年３月には「今治市定員適正化計画（第２次）」を策定し、積極的

に定員の適正化に努めてきました。 

   その結果、第１次計画においては、平成 18 年４月から平成 24 年４月ま

での６年間に「134 人」の削減を目標に掲げ、３年前倒しで達成し、第２次

計画においては、平成 21 年４月から平成 27 年４月までの６年間で、「100

人」の削減を目標に掲げ、これについても２年前倒しで達成しています。

平成 26 年４月１日現在の職員数は、1,467 人で、第１次計画策定の平成 18

年４月１日の職員数 1,754 人から 287 人削減しており、その削減率は、約

16.4％となります。 

 

定員適正化計画の進捗状況と人件費の推移            （単位：人） 

 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

計 画 数 1,733 1,707 1,684 1,588 1,574 1,559 1,545 1,533 

職 員 数 1,719 1,653 1,616 1,587 1,545 1,527 1,497 1,467 

対 前 年 度 ▲ 35 ▲ 66 ▲ 37 ▲ 29 ▲ 42 ▲ 18 ▲ 30 ▲ 30 

増 減 累 計 ▲ 35 ▲ 101 ▲ 138 ▲ 167 ▲ 209 ▲ 227 ▲ 257 ▲ 287 

人件費 

(百万円) 

人件費 13,857 12,988 12,598 12,828 12,523 12,071 11,909  

対前年度 518 ▲ 869 ▲ 390 230 ▲ 305 ▲ 452 ▲ 163  

増減累計 518 ▲ 350 ▲ 741 ▲ 511 ▲ 816 ▲ 1,267 ▲ 1,430  

＊ 表中の人数は、毎年４月１日現在の人数です。人数には教育長を含みます。 

＊ 「人件費」とは、普通会計決算額です。 
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２ 職員数の比較（県下各市） 

   今治市の「職員１人当たりの人口」を換算すると、全職員では 114 人、

消防・公営企業等会計職員を除くと 138 人となり、県下ではともに４番目

に多い結果となりました。また、「市民１人当たりの人件費」については、

71,457 円と県下平均より 870 円少ない結果となっています。 

 

 消防・公営企業等会計を除いた職員１人当たり人口の比較     （単位：人） 

  

人口  
一般 

行政 
教育 消防 

公営 

企業等 

会計 

総職員

数 

職員 

１人 

当たり

人口 

職員１人

当たり 

人口 

(消防・公

営企業等

会計除

く) 

市民１

人当た

りの人

件費

（円） 

A B C D E 
F=B+C+

D+E 
A/F A/(B+C) 

松 山 市 517,277 2,362 310 454 158 3,284 158 194 46,919 

新 居 浜 市 123,696 635 89 129 39 892 139 171 59,833 

西 条 市 113,341 662 152 143 14 971 117 139 67,125 

今 治 市 166,656 1,097 113 214 42 1,466 114 138 71,457 

宇 和 島 市 82,154 561 97 0 727 1,385 59 125 71,064 

東 温 市 34,076 232 61 50 8 351 97 116 66,946 

四国中央市 91,222 692 99 132 45 968 94 115 72,306 

伊 予 市 38,735 282 54 0 7 343 113 115 66,982 

八 幡 浜 市 37,046 309 43 0 230 582 64 105 74,306 

大 洲 市 46,672 437 86 0 199 722 65 89 90,083 

西 予 市 41,407 673 116 64 16 869 48 52 108,578 

平  均 117,480 722 111 108 135 1,076 97 124 72,327 

＊ 人口は、平成 26 年３月 31 日現在の住民登録人口です。 

＊ 職員数は、平成 26 年４月１日現在の一般職員の人数です。教育長は含みません。 

＊ 市民一人当たりの人件費は、平成 25 年度普通会計決算額を住民登録人口で除した金額です。 
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３ 職員数の現況 

（１）全職員年齢別男女別職員数の状況 

   40 歳代前半の職員数が最も多い構成となっていますが、依然として 50 歳

台後半の職員数の割合は約 15％を占め、中堅以下の職員数は採用者の抑制

等もあり丌足し、次世代へのスキル・ノウハウの継承（人財開発）が困難

となっています。今後も中長期的な採用計画により、定員管理の適正化を

図る必要があると考えます。    
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（２）今後の定年退職者について 

   団塊の世代の退職時期は過ぎていますが、定年退職者数については、平

成 28 年度に 63 人とピークを迎えることになり、平成 31 年度までには、累

計で 313 人の定年退職者が見込まれています。 

 

 定年退職者数の推移                      （単位：人） 

  H26 H27 H28 H29 H30 H31 累計 

退職者数 ▲ 58 ▲ 58 ▲ 63 ▲ 37 ▲ 52 ▲ 45 ▲ 313 

再 任 用 ▲ 7 ▲ 15   ▲ 15 ▲ 15   ▲ 52 

 

４ 定員適正化計画の策定 

（１）基本方針 

 平成 28 年度に、今治市の最上位計画である「今治市総合計画」が新たに

策定される予定となっており、定員適正化計画は、この計画の策定に影響

を及ぼす重要な計画となります。 

   合併した平成 17 年１月 16 日以降、定員適正化計画のもと、平成 26 年４

月までに369人の職員を削減し、人件費の抑制に大きく寄不してきました。

県下で比較しましても、その効果は如実に表れています。 

   しかし、類似団体との比較、定員モデル・定員回帰指標による試算にお

いては、職員数の超過傾向が見受けられ、更なる職員数の削減による適正

化を図り、少数精鋭のスリムな行政組織を目指す必要があります。 

   また、厳しい財政状況、人口減少・高齢化問題、地方分権改革、行政需

要の多様化・複雑化、国際化の進展や自然災害への対応などの課題に柔軟

で的確に対応できる効率的で高度化された組織体制へ移行し、住民サービ

スの維持向上に努めます。 



 

- 5 - 

 

（２）計画期間 

   本計画は、平成 26 年４月 1日から平成 32 年４月 1日までの６年間とし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）定員適正化に向けた取組 

ア 組織力の向上 

   複雑多様化する行政需要に的確に対応した市政運営のため、施設の統廃

合を行うなど、少数精鋭の職員を最大限に活用する機能性を重視した組織

の構築を目指します。 

 

イ 事務事業の見直し 

限られた人財を有効に活用するためにも、これまで以上に事務事業の見

直しを継続して行っていきます。 

 

ウ 職員採用の適正化 

   中長期的な視点で、職員の年齢構成の丌均衡等を解消し、多様化する住

民ニーズに対応できる少数精鋭の職員採用を目指します。 
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エ 多様な雇用形態の活用 

正規職員が行うべき事務事業を更に見直し、資格や経験が必要な専門的

な業務については、再任用職員や嘱託職員、任期付職員を活用し、事務補

助業務については、臨時的任用職員や任期付職員を活用します。 

 

オ 民間委託等の推進 

民間委託や指定管理者制度の導入、ＰＦＩ手法の活用などを積極的かつ

計画的に推進します。 

 

カ 定年前早期退職者制度の活用 

   現在、今治市では勧奨退職者制度として、55 歳以上で勤続年数 25 年以上

の職員を対象としていますが、平成 28 年度から 45 歳以上で勤続年数 20 年

以上の職員を対象として、勧奨退職者制度を拡充し、定員の更なる適正化

を図ります。 

 

キ 超過勤務の縮減、健康管理及び職場環境の改善 

   「ノー残業デー」や「週休日勤務の振替、休日勤務の代休、時間外勤務

代休の取得」などを積極的に推進するとともに、健康相談やメンタルヘル

ス相談などの更なる充実により、職員の健康管理にも配慮し、セクシュア

ルハラスメントやパワーハラスメント、その他のハラスメントの防止にも

積極的に取り組み、職場の環境改善に努めます。 

 

ク 柔軟な応援体制の運用 

   行政事務の繁閑に応じて部課相互間における臨時的な職員の流動体制を

運用することにより、職員の士気高揚と組織の活性化を図り、行政運営の

能率向上と円滑化に努めます。 
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（４）新規採用計画について 

職員の新規採用数については、退職者数により判断することなく、年齢

構成の丌均衡を是正するため、一般事務職については毎年 15 名程度を採用

し、その他の職種については、設計や施工管理等の委託、施設の統廃合や

民営化などを想定し、最少人数の採用に努めます。 

  新規採用予定者数の推移                   （単位：人） 

  H27 H28 H29 H30 H31 H32 累計 

予 定 者 数 37 31 34 28 29 26 185 

 

（５）再任用職員の活用について 

再任用制度については、新たに導入した雇用制度のため、その活用には

今後十分な検証が必要ですが、定年退職した職員の知識や経験は行政の運

営にとって貴重な戦力であり、フルタイムや短時間勤務など多様な勤務形

態を想定し、活用していきます。 

  再任用職員（フルタイム）予定者数の推移           （単位：人） 

在職年度 

 

退職年度 
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 累計 

H25  7             7 

H26    15           15 

H27     15 15       30 

H28       15 15     30 

H29         15 15 15 45 

H30           15 15 30 

H31             15 15 

合計 7 15 15 30 30 30 45 172 
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（６）定員適正化の数値目標 

平成 26 年４月１日の職員数 1,467 人を、平成 32 年４月１日までの６年

間で、6.82％減の １００人 の削減を目標とします。 

   退職手当により一時的には支出額の増加が見込まれますが、100 人削減に

伴う人件費の効果については、職員の平均給不費（共済費含む）を約 750

万円と仮定すると、単純計算で、約７億５千万円（退職手当は除く）と算

定されます。 

 

  定員適正化計画による職員数の推移              （単位：人） 

 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 増 減 率 

計 画 数 1,467 1,444 1,417 1,403 1,394 1,371 1,367 

-6.82% 対 前 年 度 － ▲ 23 ▲ 27 ▲ 14 ▲ 9 ▲ 23 ▲ 4 

増 減 累 計 － ▲ 23 ▲ 50 ▲ 64 ▲ 73 ▲ 96 ▲100 

職員数の

削減に伴

う人件費

（万円） 

人件費 － ▲17,250 ▲20,250 ▲10,500 ▲ 6,750 ▲17,250 ▲3,000  

累 計 － ▲17,250 ▲37,500 ▲ 48,000 ▲54,750 ▲72,000 ▲75,000  

将来推計人口 166,656 164,776 163,585 162,394 161,203 160,012 158,818 -4.70% 

職員１人当たり人口 114  114  115  116  116  117  116  2.27% 

＊ 人数には教育長を含みます。 

＊ 「将来推計人口」とは、国立社会保障･人口問題研究所による「地域別将来推計人口(平

成 25 年 3月推計)」の「封鎖人口を仮定した推計結果」を参考にした推計値です。 
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